
外郭団体の評価に係る基本調書

＜団体の概要＞

＜人員配置＞

0 人 5 人 9 人 6 人 11 人 0 人 0 人

15 人 7 人 2 人 6 人 1 人 0 人

令和４年４月１日現在

出資率

0.5%

0.2%

0.1%

相模原造園協同組合

相模原市緑化木生産組合

相模原中ロータリークラブ

出資額（千円）

1,000

500

300

10

0

常勤監事

常勤監事

合計 104

理事は2年、監事は4年

4,765千円

正規職員 29
他法人等からの

派遣職員 嘱託職員0 75

評議員 0

基本財産

人数

内市退職職員数

常勤理事 1

名　称

常勤理事

正規職員平均給料

給与体系

職
員

正規職員平均年齢

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代

0

0

％

43.0歳

団体独自 成果主義、能力主義に基づく給与体系

79 合計

非常勤理事

設立年月日

市所管課

団体名

所在地

事業内容

設立目的

206,578 千円

市
以
外
の

主
な
出
資
者

設立根拠

設立者

　(1) 都市施設その他の都市環境の形成に必要な施設の整備に関する事業
　(2) 都市施設その他の都市環境の形成に必要な用地の整備に関する事業
　(3) 都市機能の維持及び増進に関する事業
　(4) 豊かな市民生活の形成及び地域の振興に関する事業
　(5) みどり豊かなまちづくりの推進に関する事業
　(6) その他この法人の目的を達成するために必要な事業

誰もが安全で安心して心豊かに暮らせるまちづくりを推進するため、都市環境の形成に必
要な都市施設やみどりに関する事業等を行い、もって地域社会の健全な発展と市民の福祉
の向上に寄与する。

公益財団法人相模原市まち・みどり公社

相模原市中央区富士見６丁目６番２３号

整備法第４４条

昭和37年6月14日設立、平成23年4月1日公益法人化、平成26年4月1日みどりの協会と合併
し、公益財団法人相模原市まち・みどり公社に改称し、現在に至る。

相模原市

総務局　総務法制課

市の出資額

出資率

202,000 千円

97.8

採用方法 公募により採用(令和3年度は3人を採用)

01 非常勤理事

50歳代 60～65歳 66歳以上
正規職員年齢構成

課長級 参事級 部長級

役
員

評
議
員

人数 評議員 10

任期 4年

任期

常勤役員平均報酬

非常勤監事

非常勤監事

2

内市退職職員数

嘱託職員 109

正規職員 30
他法人等からの

派遣職員 0 嘱託職員 74 合計 104

令和3年度

令和2年度

令和元年度

人数

正規職員 30
他法人等からの

派遣職員 0

正規職員役職構成
係員級 係長級 課長補佐級

4,014千円 正規職員平均手当 2,562千円
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＜組織及び分掌事務＞

＜人材育成＞

そ
の
他

16 令和元年度 31

研
修

実施回数 令和3年度 22 令和2年度

接遇研修、不祥事防止研修、普通救命講習など

評価制度の有無

業績評価、能力・行動評価

有職
員
評
価

評価の主な視点

その他実施し
ていること

・業務に関連する資格の取得について奨励金を交付している。
・業務改善提案の奨励、ほう賞を行っている。

令和元年度 224

主な研修の名称

受講人数 令和3年度 240 令和2年度 299

 公益財団法人 相模原市まち・みどり公社 組織図 令和４年４月１日現在

総

務

課

み

ど

り

推

進

課

(23) 【藤野やまなみ温泉】

(3) 【小山公園】

花
苗
生
産
セ
ン
タ
ー

(2)

けやき会館

市民ロビー相模大野

(1) 横山公園

(5) 銀河アリーナ

(26)

鹿沼公園

(6) 相模原球場

(7) 相模台公園

(4) 淵野辺公園

(25) 【津久井又野公園】
(8) 【古淵鵜野森公園】

【名倉グラウンド】
(9) 【大野台南テニスコート】

(27) 【ふじのマレットゴルフ場】

理

事

会

事

務

局

(28)

評

議

員

会

【小倉テニスコート】
(10) 相模原北公園

(29) 【小倉プール】
(11) 道保川公園

(30) 相模原北公園スポーツ広場(＊)
(12) 相模原麻溝公園

(13) 相模大野中央公園

(32) 橋本駅北口第２自転車駐車場
(14) 総合体育館

(31) 橋本駅北口第１自転車駐車場

(33) 橋本駅南口第１自転車駐車場
(15) 北総合体育館

監

事

(34) 橋本駅南口第２自転車駐車場
(16) 市体育館

事

業

推

進

課

(17) 新磯ふれあいセンター

(18) 相模の大凧センター (35) 相模原駅北口自転車駐車場

橋本駅南口バイク駐車場(＊)

(36) 相模原駅南口自転車駐車場(19) 老人福祉センター渓松園

(37) 矢部駅北口自転車駐車場(20) 老人福祉センター若竹園

(41) 谷口北口自転車駐車場

(38) 淵野辺駅南口第１自転車駐車場(21) 市民健康文化センター

(39) 淵野辺駅南口第２自転車駐車場

(＊) :職員配置のない施設
(43) 相模大野駅西側自転車駐車場

(22) 北市民健康文化センター

(40) 相模大野駅北口自転車駐車場

凡例

自転車駐車場グループ

津久井グループ

(24) 【相模湖林間公園】

【 】 :構成団体管理施設
(44) 相武台前駅北口自転車駐車場

:指定管理者施設
(42) 谷口南口自転車駐車場
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＜情報発信＞

そ
の
他

＜保有施設の状況＞

＜経営計画＞

市民ロビー相模大野(築３３年)　相模原市南区相模大野4-5-1-201

名称(築年数)・所在地 けやき会館(築３６年)　相模原市中央区富士見6-6-23

主な内容
計画策定の趣旨、計画の期間、計画の位置づけ、公社の現状、公社の課題、経営の基本的
方向性

平成３０年度から令和４年度までの５年間

市の出資団体として市の施策への支援はもとより、現在の基幹事業である公共施設の管理
運営及びみどり豊かなまちづくりを推進する事業を継続・向上させていくとともに、本公
社の設立目的である「誰もが安全で安心して心豊かに暮らせるまちづくりを推進する（定
款第３条）」事業の展開を図る

公益財団法人として、引き続き市との連携や市の施策を支援し、「市が外郭団体に求める
機能」を果たしていくために、「公益性の拡充」とこれを支える「経営基盤の強化」に重
点を置いて取組みの方向性を定め、「誰もが安全で安心して心豊かに暮らせるまちづくり
の推進」に努める。

計画期間

団体の役割・使命

団体の将来あるべき姿

保
有
施
設
保
有
施
設

機能 賃貸施設、一般の使用に供する施設

名称(築年数)・所在地

Ｓ
Ｎ
Ｓ

開設の有無 有

開設しているＳＮＳ facebook、Instagram(相模湖林間公園 rinkanpark)

管理している施設の情報、緑化の普及啓発の情報等

施設利用者等、市民一般

主な掲載内容

ターゲット層

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

開設の有無 有

ＵＲＬ https://www.sagamiharashi-machimidori.or.jp/

情
報
紙

発行の有無

名称

ターゲット層 施設利用者、市民一般

有

管理している施設の情報、定款・財務諸表・事業計画等の情報公開主な掲載内容

主な掲載内容 管理施設の自主事業や緑化推進事業の実施報告、みどりに関する地域活動のPR等

ターゲット層 施設利用者、市民一般

①まち・みどり公社ニュース
②機関紙「さがみはらグリーン」

令和3年度
①2回　200部
②2回　10,000部

令和2年度
①1回　100部
②2回　10,000部

令和元年度
①4回　400部
②2回　10,000部

相模大野ギャラリー、賃貸施設

施設の保有の有無

機能

発行部数

有

修繕計画の有無 無

修繕計画の主な内容

その他実施し
ていること

閲覧用に財務諸表等を法人事務局に備え置いている。

計画の策定 有

計画の名称 公益財団法人相模原市まち・みどり公社経営計画
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＜主な実施事業＞

確定事業費(千円) 57,674

事
業
説
明

内容
みどり豊かなまちづくりの推進を図るための緑化や自然環
境に資する事業の実施

成果
既存事業の拡充に加え、自主財源を確保するための新たな事業及び緑化に関する
専門的な技術・知識を有する人材の育成等に取り組んだ。

課題
みどり豊かなまちづくりを推進する事業の維持及び拡充のために新たな財源の確保が必要
である。
緑化に関する専門的な知識や技術を有する人材の育成や採用等が必要である。

事業名称 みどり豊かなまちづくりの推進に関する事業

区分 公益 自主

確定事業費(千円) 69,937

事
業
説
明

内容 事務室の賃貸及び大樹の間を含む一般施設の貸出

成果

利用促進及び利便性向上を目的として、大樹の間を含む一般貸出施設の空き情報がイン
ターネットで確認できる「施設予約システム」の運用を行うとともに、利用者ニーズを踏
まえた、フリーＷｉ-Ｆｉの設置に向けた検討を行った。
また、けやき会館駐車場への機械式ゲートの設置により管理経費等を削減した。

課題
賃貸施設の安定的な利用確保のほか、一般施設において、稼働率を向上させることによ
り、収入を増加させる必要がある。

事業名称 けやき会館運営事業

区分 公益 自主

事業名称 指定管理者事業

指定管理者施設の再指定を見据えた、ＰＦＩ・ＰＰＰや共同企業体形成などへの取組み。

公益 市からの受託

事
業
説
明

内容

成果

課題

確定事業費(千円) 1,430,637

相模原市から指定管理者の指定を受けている公園施設、スポーツ・レクリエーション施
設、福祉施設、駐車場等の管理・運営業務

新型コロナウイルス感染症予防対策を行い、安心・安全に施設を利用できる環境を整備し
た。

区分
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＜団体運営に対する考え方＞

外郭団体としての必要性、役割

市の出資団体として市の施策への支援はもとより、現在の基幹事業である公共施設の管理運営及びみどり豊かな
まちづくりを推進する事業を継続・向上させていくとともに、本公社の設立目的である「誰もが安全で安心して
心豊かに暮らせるまちづくりを推進する（定款第３条）」事業の展開を図る。

公益的使命の達成について

○現状と将来のあるべき姿

これまで、管理経費の削減に向けた取組みに加え、組織全体として、効率的、効果的な法人運営、職員の人材育
成に向けた取組みを行ってきた。
今後も収益力の強化に加え、法人としての活動基盤の強化が欠かせないことから、ICTの利活用による事務効率化
のための環境整備や効率的、効果的な組織再編、危機管理体制等の強化に取り組む。
また、計画的な研修の実施により、職員のマネジメント能力や課題解決能力等を高めるとともに、コンプライア
ンスの推進など、ガバナンス体制の強化を図る。

○今後の取組

事業の再整理・重点化について

団体 令和5年度からの次期経営計画を策定し、取組みの方向性を定める。

所管課
強みを持つ分野の取組状況を確認し助言を行うとともに、発展が見込める分野においては、発展
に向けての支援を行っていく。

現在本公社は、基幹事業である指定管理者事業として公共施設の管理運営を行うほか、みどり豊かなまちづくり
を推進する各種事業について、積極的な展開に努めている。今後も公益財団法人として、公社の事業と市の施策
との連動性を高め、多様化する市民ニーズに対応した公益性の拡充を図る。

○今後の取組

団体
公益財団法人として、「公益性の拡充」とこれを支えるための「経営基盤の強化」に重点を置い
て取組みの方向性を定め、地域の活性化と市民サービスの向上に寄与する。

所管課 市の施策との連動性が高められるように可能な限り市の施策に係る情報を提供していく。

○現状と将来のあるべき姿

本公社は、長年に渡り培ってきた公共施設の管理運営に係るノウハウや経験、緑化推進に関する事業の実績を有
する。今後も引き続き、こうした強みを持つ分野の取り組みを進めるとともに、市が推進する広域交流拠点都市
の形成に向けた取組みへの支援や、市民、地域団体、民間企業及び行政が協働で行う事業を推進する際のコー
ディネートなど、公社の存在感が発揮できる役割を果たしていく。

○今後の取組

団体 令和5年度からの次期経営計画を策定し、取組みの方向性を定める。

組織について

所管課 必要に応じて市が実施している人材育成研修や各組織体制等の情報を提供していく。

○現状と将来のあるべき姿
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＜今後の方向性＞

今
後
の
取
組

本公社の現状における課題等を十分に分析した上で、事業面、組織面及び財務面における
様々な課題を解決する必要がある。また、基幹事業である指定管理者事業及びみどり豊か
なまちづくりを推進する事業について、本公社ならではの事業運営が求められている。

経
営
上
の
課
題

団体

所管課
引き続き収益事業の新規開拓に取り組みつつ、近隣施設や同規模の施設の料金を調べ現在
の施設使用料金の見直しを行い収益の向上に努めてもらいたい。

所管課
緑化推進に係る新規事業の開拓、販売ルートの開拓を継続してもらい、職員の専門的な能
力の向上を目的として研修を実施してもらいたい。

団体
引き続き、相模原市の施策と連動した公益性の高い事業を推進するとともに、ＰＦＩ/Ｐ
ＰＰや市民団体との協働事業、まちづくり事業など、公社の機動力と多様な主体との連携
力を発揮することができる事業に取り組む。

所管課
経営状況の見直しや収益事業の拡充、新たな事業の開拓等を実施し収益力が向上するように支援
を行っていく。

財政状況の改善について

○現状と将来のあるべき姿

人件費や物件費など管理経費の削減に向けた取組みに加え、組織全体として、効率的、効果的な法人運営が求め
られている。引き続き事務の効率化による法人会計の経費抑制や資金運用方針の見直しを進めるとともに、収益
事業による収益力の強化や自主財源の確保に取り組む。

○今後の取組

団体
安定的に公共性、公益性が高い事業を実施するため、新たな財源の確保や事業の実施手法の見直
しに取り組む。
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外郭団体改革推進計画の進行管理シート

団体名 公益財団法人相模原市まち・みどり公社

改革の方向性

管理費補助金を抑制し、自立化を進める

◎施設の管理運営手法のノウハウの蓄積や向上を図るとともに、専門性の強化や民間企業
との差別化を図り、特色ある施設運営を行うことで、施設の利用促進に取り組む。また、
緑化事業の推進を図る。
◎既存の収益事業の拡充や新たな収益事業の開拓を行うことで収益力を強化し、自主財源
の増収に取り組むとともに、管理費補助金を廃止し、団体の経営を自立化する。

公益性の拡充に向けた取組

市立富士見小学校から
同校20周年記念行事の
一環として、総合学習
授業に講師派遣の依頼
があり対応した。授業
内容は、草花及び野菜
の栽培方法や植栽の仕
方等について講義を行
い、同校へ公社が行っ
ている緑化事業につい
てのＰＲを行った。
また、南区役所の相模
大野ステーションピア
ノ事業に共催し、マ
リーゴールド(200株)を
提供して都市緑化の推
進及びPRを行った。

指定管理者施設におけ
る利用者増加に向けた
事業については、新型
コロナウイルス感染症
の影響により８２件の
実施となった。
緑化推進に係る新規事
業を２件実施した。

緑化推進に係る新規事
業を２件実施した。

取組項目

取組内容

実績

取組内容実績

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・指定管理者施設にお
ける利用者増加に向け
た事業（平成３０年度
事業実施数（４５４
件）の１％(５件)増）
を実施
・緑化推進に係る新規
事業を１件以上実施

・指定管理者施設にお
ける利用者増加に向け
た事業（平成３０年度
事業実施数（４５４
件）の２％(１０件)
増）を実施
・緑化推進に係る新規
事業を１件以上実施

・指定管理者施設にお
ける利用者増加に向け
た事業（平成３０年度
事業実施数（４５４
件）の３％(１４件)
増）を実施
・緑化推進に係る新規
事業を１件以上実施

みどりの講習会等緑化
事業の中止に伴い、公
共施設緑化・緑のカー
テン普及事業として、
公共施設にみどりの
カーテンの設置を推進
した。（１０施設・
ゴーヤ苗７４株）
また、オープンガーデ
ンオーナーへのガーデ
ン支援として、希望す
るオーナーに花苗生産
センターで生産した花
苗(30株/庭)を配布し
た。

・市民ニーズ等を踏ま
えた指定管理者施設の
効果的な運営
・緑化推進事業の検
討・推進

・市民ニーズ等を踏ま
えた指定管理者施設の
効果的な運営
・緑化推進事業の検
討・推進

・市民ニーズ等を踏ま
えた指定管理者施設の
効果的な運営
・緑化推進事業の検
討・推進

・令和５年度からの５
か年の経営計画の推進

・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

令和４年４月１日現在
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取組項目

・管理費補助金の削減 ・管理費補助金の廃止

管理費補助金の段階的な廃止

取組内容 ・法人会計の経費削減 ・法人会計の経費削減

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実績

取組内容実績

取組項目 自主財源を確保し、経営基盤を強化するための収益力の強化への取組

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・緑化推進事業に係る
自主財源確保のため、
花苗センターの販売品
目を１品目以上又は販
売ルートを１件以上拡
充

・緑化推進事業に係る
自主財源確保のため、
花苗センターの販売品
目を１品目以上又は販
売ルートを１件以上拡
充

・緑化推進事業に係る
自主財源確保のため、
花苗センターの販売品
目を１品目以上又は販
売ルートを１件以上拡
充

・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

・令和元年度と比較し
て561万円削減された。

・管理費補助金が廃止
された。

事務効率の向上や経費
削減を目的として、新
たな勤務状況管理シス
テムの導入を行った。

引き続き事務効率の向
上や経費削減に努め
た。

実績

取組内容実績

春苗・秋苗各６品種の
ほかに、春苗：ヒマワ
リ・ジニア等８品種、
秋苗：デージー・サイ
ネリア等８品種を試験
的に生産・販売したと
ころ、商品化でき販売
も好評であったため、
来年度以降も生産・販
売することとした。ま
た、アジサイ苗木（ア
ナベル・潤水）を初め
て販売した。販売ルー
トについて麻溝公園管
理事務所とコンビニエ
ンスストアでの花苗販
売を新たに開始した。

空きスペースを利用し
た『花摘みコーナー』
の新設。コンビニエン
スストア等での販売
ルートを新規に開拓し
た。

取組内容
・販売品目及び販売
ルートの調査・検討

・販売品目及び販売
ルートの調査・検討

・販売品目及び販売
ルートの調査・検討

・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

販売品目を１品目増や
し、販売ルートを２件
拡充した。

販売品目を１８品目増
やし、販売ルートを２
件拡充した。
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取組項目 効率的、効果的な組織の再編等

取組内容

・事務事業の本社への
集約を踏まえた人員の
配置など、令和元年度
４月に再編した組織体
制の検証
・事務事業の見直しに
よる効率的、効果的な
組織の運営

・検証結果に基づき、
必要に応じた組織再編
の検討
・事務事業の見直しに
よる効率的、効果的な
組織の運営

・翌年度の指定管理者
更新（自転車駐車場）
に向けた組織体制の検
討
・事務事業の見直しに
よる効率的、効果的な
組織の運営

・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

実績

取組内容実績

目標

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・新組織体制の検証
・新たな組織再編に向
けた検討

・新たな組織再編に向
けた検討

・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

令和２年度(参考) 令和３年度 令和４年度 令和５年度

・職員の能力向上 ・職員の能力向上 ・職員の能力向上
・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

組織再編に係る検証結
果を踏まえ、事務員配
置の見直し等を行っ
た。

令和4年度に向けて、財
務契約事務の事務分掌
について検討を行っ
た。

新規採用職員向けの研
修のほか、専門性の向
上を目的とした研修内
容に絞った公社主催研
修の実施及び外部機関
の研修への職員派遣を
行った。

新規採用職員向けの研
修のほか、他の外郭団
体と合同で研修を開催
した。

実績

取組内容実績

取組内容
・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修の検討

・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修の実施

・専門性に特化した研
修の実施
・派遣研修結果の検証

・令和５年度からの５
か年経営計画の推進

目標

・職員の能力向上を図
るため研修を実施し
た。

・職員の能力向上を図
るため研修を実施し
た。

取組項目 人材育成の強化

・新組織体制の検証を
行った。

新たな組織再編に向け
た検討を行った。
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自立性

収益性

その他
公益目的事業比率 87.8% 88.3% 78.4% 77.6%

-0.4%

市への財政依存度 36.6% 38.8% 73.3% 79.4% 75.6%

78.9%

収益事業比率 10.5% 10.4% 19.1% 19.5% 18.7%

効率性
管理費率 1.5% 1.3% 2.8% 3.1%

総資本経常利益率 10.2% 3.7% -0.5% 1.9%

80.1%

固定長期適合率 79.7% 77.2% 78.1% 75.9% 77.0%

2.7%

人件費率 21.8% 23.0% 44.6% 43.5% 45.1%

87.7%

流動比率 163.3% 349.3% 357.1% 360.4% 337.2%

安全性

自己資本比率 71.8% 87.2% 88.1% 87.7%

固定比率 84.1% 81.2% 81.7%

経常比率 114.2% 105.1% 98.8% 105.7% 99.5%

79.3%

0
指定管理施設持続化支援事業 － － － 143,435 101,955

委託料（指定管理料含む） 1,323,249 1,331,777 1,287,071 1,252,846 1,206,519

負担金 9,153 8,978 8,940 8,917 8,294

149,605

事業費 50,200 50,200 50,271 50,200 47,650

市の援助・市費受入状況

補助金 73,905 63,859 60,704 198,458 

管理費 23,705 13,659 10,433 

交付金 0 0 0 0 0

4,823 

負債・正味財産合計 6,806,978 5,805,619 5,736,383 5,881,519 5,782,199

171,254 -4,031 99,784 -87,136 

正味財産合計 4,888,440 5,059,694 5,055,663 5,155,447 5,068,311

負債合計 1,918,538 745,925 680,720 726,072 713,888

正味
財産

基本金 206,578 206,578 206,578 206,578 206,578
当期正味財産

増加額 465,327 

450,287 497,896 511,357

固定負債 268,334 259,778 230,433 228,176 202,531

1,794,236 1,724,254

固定資産 4,111,792 4,107,490 4,128,267 4,087,283 4,057,945

貸借対照表

資産

流動資産 2,695,187 1,698,129 1,608,116 

資産合計 6,806,978 5,805,619 5,736,383 5,881,519 5,782,199

負債

流動負債 1,650,204 486,147 

当期指定正味財産増減 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減 465,327 171,254 -4,031 99,784 -87,136 

当期一般正味財産期末残高 4,681,862 4,853,116 4,849,084 4,948,868 4,861,732

当期一般正味財産期首残高 4,216,535 4,681,862 4,853,116 4,849,084 4,948,868

人件費 837,432 831,625 817,139 792,672 814,729

費用合計 3,368,886 3,441,438 1,854,114 1,729,343 1,882,348

収益合計 3,845,698 3,617,549 1,852,095 1,839,428 1,804,845

当期経常増減額 478,277 179,211 -21,996 95,573 -17,049 

管理費 56,309 45,607 51,908 56,450 48,998

収益事業費 354,064 358,318 354,971 336,108 339,790

公益目的事業費 2,957,939 3,040,490 1,452,844 1,338,220 1,431,494

経常費用 3,368,311 3,441,438 1,854,114 1,725,277 1,814,244

経常収益 3,845,698 3,617,549 1,832,577 1,824,141 1,804,845

外郭団体の財政状況調書（公益法人版）

団体名 公益財団法人相模原市まち・みどり公社

単位：千円

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度


